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はじめに
1998年12月の小学校および中学校の学習指導要領の改訂・告示の頃から､ 子どもの学力､ 特に ｢学力
低下｣ 問題に対する関心が高まった｡ 翌99年には 『分数ができない大学生』 が出版され､ 経済界や数学
者からも学習指導要領に対する批判的な見解や施行中止を求める意見が噴出した｡ こうして､ かつてな
いほど学力問題への関心が高まった｡ しかし､ こうした関心の高まりにもかかわらず､ 大学を含めて教




力の実態と特徴､ ｢学力低下｣ の実態の有無､ 出題内藤の検討､ さらには学力調査の方法やあり方も考





大 津 悦 夫＊１
要 旨： 学習指導要領の改訂を契機に子どもの学力に関する関心は高まり､ 様々な学力
調査の結果も公表されている｡ 文部科学省が実施している ｢教育課程実施状況調
















のである｡｣２) とあり､ その後この目的をもって継続的にこの調査が実施されている｡ 今後の実施方針
については､ 2000年12月４日の教育課程審議会答申の第３章第２節に ｢全国的かつ総合的な学力調査の
実施｣ とあり､ ４つの目的をもって調査が行われるとある｡ そして､ すでに2002年の１月～２月に調査
が実施された｡ この調査は答申にあるように ｢学習指導要領の改訂の基礎資料を得ることを目的｣ とし




考えてみたい｡ 調査と学習指導要領との関連をみておこう｡ 1982年２月調査の時点では､ 1977年７月23
日に告示された小学校学習指導要領が施行されて約２年経過していた (施行日：1980年４月１日)｡ ま
た､ 1994年２月の時点では､ 1989年３月15日告示された小学校学習指導要領が施行されてからやはり約




次に､ 学力の特徴を明確にするための分析視点を明示しておく必要がある｡ そこで､ 現行の小学校学
習指導要領 (1998年12月14日告示､ 2002年４月１日施行) の改訂の基準となった教育課程審議会の答申
内容等をもとにこの作業を進めることにしたい｡ そこで､ 1989年の学習指導要領の改訂のための教育課
程審議会答申 (｢幼稚園､ 小学校､ 中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善｣､ 1987年12月24日) を






ウ. 学習が受け身で覚えることは得意だが､ 自ら調べ判断し､ 自分なりの考えをもちそれを表現する
力が十分育っていないこと
エ. 一つの正答を求めることはできても多角的なものの見方や考え方が十分ではないこと




などである｡ これらの問題点は1994年の調査の結果を反映しているものであろう｡ その意味では､ こ
れらの問題点が調査に具体的にどのように現れていたのかを検証することになる｡ 問題点のアとウとエ
からは､ 算数でいえば計算はできるが､ 知識の定着が十分ではなく､ 思考力を要する応用問題の成績は
低いと考えることができる｡ 思考力については､ 数と計算領域だけに限らず､ 量と測定､ 図形領域にも
存在するはずである｡ 思考力が身に付いているかどうかをみるには､ 調査問題が掲げている ｢知識・理
解｣､ ｢思考｣､ ｢表現｣ などの ｢観点｣ の妥当性も検討しておく必要がある｡ また､ イの問題点からは､
得点の格差が拡大していることが予想される｡ オについては､ 学習意欲に関わる重要な問題点ではある
が､ この調査ではこれに該当する調査項目がないので､ ここでの作業対象からは除外する｡










あまり妥当とはいえない｡ 強いて､ 単純に比較してみると､ 第５学年全体と第５学年の ｢数と計算｣ と













1982 2 5 12 19 71.4％
1994 2 7 12 21 73.3％
Ｂ量と測定
1982 5 10 3 18 54.2％
1994 2 7 9 18 67.3％
Ｃ図 形
1982 0 3 4 7 69.2％
1994 1 3 0 4 52.1％
Ｄ数量関係
1982 2 6 6 14 67.7％
1994 4 8 4 16 61.0％
全 体
1982 9 24 25 58 66.0％
1994 9 25 25 59 66.8％
＊式と答えを別々に解答させている場合には､ それぞれ設問数に加えてある｡
学年の ｢量と測定｣ および ｢数量関係｣ での通過率の低下が顕著といえよう｡ 逆に､ 第５学年の ｢量と
測定｣ の平均通過率がかなり上昇していることにも注目する必要がある｡
では､ 平均通過率が低下している第６学年の ｢数量関係｣ 領域の設問と逆に上昇した第５学年の ｢量
と測定｣ 領域の設問について検討し､ 低下と上昇の理由を考えてみることにする｡ 著しく低下した領域
として第６学年の ｢量と測定｣ 領域があげられるが､ ２回の調査での問題に共通性があまりない (1982
年調査ではメートル法の単位とその換算に関する問題のみ｡ 1994年調査では立体の体積や表面積の求積
の問題) のでここでの検討にはむいていない｡ 第６学年の ｢数量関係｣ 領域の設問のうち､ 1982年調査
の A－11と1994年調査の A－10とは､ いずれも比例・反比例の意味の理解をみる問題であるが､ これ
ら２つの問題は､ 表現が全く同一ではないために過去の調査問題との共通問題としては扱われていない｡













1982 2 2 8 12 77.3％
1994 2 3 7 12 74.0％
Ｂ量と測定
1982 0 1 3 4 73.3％
1994 4 3 2 9 54.2％
Ｃ図 形
1982 0 5 6 11 74.2％
1994 2 1 10 13 73.9％
Ｄ数量関係
1982 4 9 10 23 66.4％
1994 4 12 4 20 57.6％
全 体
1982 6 17 27 50 71.3％
1994 12 19 23 54 64.6％
＊式と答えを別々に解答させている場合には､ それぞれ設問数に加えてある｡
図１－１ 第６学年A－11 (1982年調査)




① 重さが500g のびんにさとう水を xg 入れた
ときの､ 全体の重さは ygです｡
② 横の長さが８cm の長方形の､ たての長さ
をxcmとすると､ 面積はycm２になります｡
③ 80km の道のりを､ 自動車が時速 xkm で
進むと､ y時間かかります｡
④ 120cm のひもで長方形を作るとき､ たての
長さを xcm にすると､ 横の長さは ycm で
す｡
 y が xに比例するもの
 y が xに反比例するもの
図１－２ 第６学年A－10 (1994年調査)
 次の①から④までの中で､ y が xに比例す
るものはどれですか｡ また､ y が x に反比例
するものはどれですか｡ それぞれ､ その番号
を の中に書きましょう｡
① 重さが500g のバケツに水を xg 入れると､
全体の重さは ygになります｡




④ 120cm のひもで長方形をつくるとき､ たて






























の設問は､ いずれも半径10cm の円であるが､ A－８では１／４の面積を求めるのに対してA－７
では単に円の求積をすればよい問題である｡ だが､ 前者の問題は４つの選択肢があったために通過率が
高かったのであろう｡ 誤答の内容をみると､ 円周を求めようとしているものが11.5％もいたことには注







設 問 通過率 設 問 通過率
円 A－８ 78.8％ A－７ 69.1％
三角形 B－８ 61.3％ A－７ 84.8％










































いたものと考えられる｡ この設問では､ どの位で切り捨てや四捨五入をするのか､ その選択は多様であ
る｡ たとえば､ 小数点以下を切り捨てる方法､ １の位以下を切り捨てる方法､ 四捨五入でも小数点第一
位または１の位で行う方法などがある｡ 普段は､ どの位で四捨五入ないし､ 切り捨てをするのか指示さ
れているのに､ それを自ら判断して行うことに困難があったのかもしれない｡ いずれにせよ､ 立式自体
の難しさの原因を究明する必要がある｡
ところで､ 計算の意味の理解と計算力 (正しく速く計算ができること) との関連も明確にする必要が
あろう｡ 1994年調査の､ １のペンキの価格をもとに0.7買う時の代金を計算する問題 B－３では






































｣ といった誤答がみられ通過率はわずか27.2％である｡ 結論的にいえることは､ 第










第一は､ 通過設問数の割合を比較してみることである｡ ここでは､ ２回の調査の間に違いのみられる
第６学年の表を示した (表４)｡ この表から明らかなように､ 第６学年では通過設問数の高い子どもの










80 ～ 90％未満 19.7
70 ～ 80 16.8
60 ～ 70 14.9
50 ～ 60 12.1
40 ～ 50 7.9
30 ～ 40 4.7
20 ～ 30 2.3
10 ～ 20 1.1



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































つけさせることを軽視したためではないかと考えられる｡ このことは､ 今後の調査によって検証し､ 原
因の確定が行われる必要がある｡
学力低下の問題のもう一つの側面は､ ２回の調査において通過率が向上しないことにある｡ すなわち､
通過率が低いままで推移している低い理解程度のことである｡ 共通問題の中から､ 第５学年 A－８の
問題を例に､ 通過率が向上しない原因を探究してみよう｡ A－８の問題 (図５) は､ 四角形を２つの三
角形に分割して面積を求める際に､ 長さを測定する線分を特定する問題であり､ ｢数学的な考え方｣ が
身についているかどうかをみる問題とされている｡ この問題の通過率が上昇しない原因としていくつか







































｢新学力観｣ はいくつかの問題点をもっていた｡ たとえば､ 学習意欲を育てるということで子どもの
｢自主性｣ を尊重し ｢関心・意欲・態度｣ の評価を重視した｡ また､ 思考力や判断力の育成と知識を教
えることとを対立させ､ ｢教え込み｣ を排する教育観の名の下に､ 知識を教えることを軽視したのであ
る｡ こうした ｢新学力観｣ の考え方に基づいて､ 1994年調査にはいくつかの特徴が現れた｡ 一人ひとり




設問別通過率をみると､ 1994年調査の中に通過率が100％に近い設問があることがわかる｡ 実は､ こ
れらの設問ではどの選択肢を選んでも正答とみなされている｡ 第５学年では２問 (A－５と B－４)､
また第６学年では１問 (B－３) がそういう問題である｡ 第５学年のA－５の問題で ｢自分がよいと思
う計算方法｣ を２つのうちから選択させる小問では98.6％の通過率であり､ 第５学年の B－４の２つの






































｢新学力観｣ に基づいた問題作成が行われたことによる最も大きな変化は､ ｢関心・意欲・態度｣ を
みる問題が出題されるようになったことである｡ 1982年調査では ｢関心・意欲｣ をみる問題は１題も出
題されていない｡ ところが､ 1994年調査では第５学年の６つの設問で､ また第６学年では７つの設問で
｢関心・意欲・態度｣ の有無が調査されている｡
｢関心・意欲・態度｣ をみようとする問題は､ ｢知識・理解｣ との区別が困難で､ 無理に ｢関心・意
欲・態度｣ の ｢観点｣ を付加しているような問題がいくつかある｡ そうした問題例を２題取り上げて検
討しておきたい｡ その１つは第５学年のB－５の問題である｡ この問題では､ 350ml､ 10cm､ 2400cm､
300g の４つの量を提示して､ これらが日常用いられているどのような具体的な事物の量に相当するの
かを選択させる問題である｡ 出題の主な評価の ｢観点｣ は ｢数量や図形についての知識・理解｣ と ｢算
数への関心・意欲・態度｣ となっている｡ そして､ 選択肢としてあげられている具体物は､ ｢かんジュー
ス１本のジュースの量｣､ ｢はがきの横の長さ｣､ ｢教室にある子ども用の机の面積｣､ ｢｣ りんご１個の重




























は望ましいであろうが､ それは ｢知識・理解｣ であ
り､ 通過率が高かったからといって ｢関心・意欲・
態度｣ も高いと判断してよいのだろうか｡ さらに､






る (図７)｡ ここでも､ 出題の主な評価の観点は､
さきにみた第５学年の問題の ｢観点｣ と同一である｡
設問のでは､ 直方体について調べたいことを解答











また､ ｢関心・意欲・態度｣ をみようとする設問には､ 設問の仕方としても検討の必要なものがある｡
それは第５学年の B－４の問題である (図６)｡ この問題では ｢主な評価の観点｣ として ｢数学的な考
え方｣ と ｢算数への関心・意欲・態度｣ とが設定されている｡ 問題文の意図は小数の除算の答えを間違
えていることを友達に教えてあげる時に､ 教え方を４つの選択肢の中から選択させることであるが､





























また､ 指導の改善につなげていく論理はきわめて弱いものにならざるをえない｡ 具体的にいうと､ 調
査報告書には問題ごとに ｢解答についての考察｣ と ｢指導上の留意点｣ が記されているが､ この内容は
一般的になりやすいことである｡ それは､ 指導方法はいろいろあって特定できないのに､ 改善案を提示
しなければならないためであろう｡ だが､ こうした内容が全く意味がないわけではない｡ それは､ ひと
えに誤答分析にかかっている｡ すなわち､ 誤答の内容に即して指導の改善策を明示するのである｡ その
ためには､ 誤答分析を徹底する必要があり､ 調査報告書で ｢上記以外の解答｣ と誤答内容をひとくくり





ことである｡ たとえば､ 学力低下の有無を判断するには共通問題が必要であるが､ これをさらに充実し
てより正確な判断ができるようにするために改善をする｡ 改善点としては､ 第６学年の設問が圧倒的に
少ないのでこの割合を高めること (20の設問中５問のみ)､ ｢数と計算｣ 領域以外の設問の割合を高める
こと､ などがあげられる｡ こうした改善によって､ 小学校卒業段階での学力実態を把握することが可能
になる｡ さらに､ 縦断的な把握を可能にする方法としては､ 学年を超えて共通問題を出題する事も考え





て､ 子どもの学力実態と特徴､ 学力低下の有無､ ｢新学力観｣ に基づく調査問題の問題点などを明らか
にした｡ そして､ 最後に学力調査方法の改善のための若干の提案を行った｡ 学力実態を正確に把握する
ためには､ 出題の意図と内容とが対応していなければならないが､ この点では多くの改善を要すると考
えられる｡ さらに大きな課題としては､ 学習指導要領がかかげている学力が妥当かという問題もある｡
本当の意味での教育課程の改善とは､ 学習指導要領の枠組みを問うことであろう｡ その問いは､ 学習指
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